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◎調達機関番号 018 ◎所在地番号 13

１ 調達内容
\ 品目分類番号 41

] 工事名 平成24年度気仙沼漁港－６ｍ桟橋
災害復旧工事

^ 工事場所 宮城県気仙沼市魚市場前
_ 工事内容 本体工 継ぎ杭（φ508×ｔ9•5

×Ｌ1•2）約110本、継ぎ杭（φ508×ｔ12•7×
Ｌ1•2）約22本、継ぎ杭（φ700×ｔ９×Ｌ1•2）
約 44本、上部工 上部コンクリート約
1¶683‚、付属工 １式、構造物撤去工 鉄
筋コンクリート取壊し・運搬・処分約268‚、
仮設工 １式

` 工期 平成25年10月31日まで。
a 本工事は、簡素な施工計画等を受け付け、
価格と価格以外の要素を総合的に評価して落
札者を決定する総合評価落札方式（簡易型）
の適用工事のうち、品質確保のための体制そ
の他の施工体制の確保状況を確認することに
より、施工内容を確実に実現できるかどうか
を審査し、評価を行う施工体制確認型総合評
価落札方式の工事である。

b 本工事は、「建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律」（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

c 本工事は、東日本大震災に際し災害救助法
（昭和22年法律第118号）が適用された市町
村の区域（東京都の区域を除く。）において施
工される公共工事であるため、工事請負契約
書第34条第１項中「10分の４」を「10分の５」
に読み替え、同条第５項中「10分の４」を
「10分の５」に、「10分の６」を「10分の７」
に読み替え、同条第６項及び第７項中「10分
の５」を「10分の６」に、「10分の６」を「10

分の７」に読み替えるものとする。
また、予算決算及び会計令（昭和22年勅令
第165号。以下「予決令」という。）第86条第
１項による調査を受けた者との契約について
は工事請負契約書第34条第１項中「10分の４」
を「10分の２」とし、第５項、第６項及び第
７項もこれに準じて割合を変更するものとす
る。なお、工事が進捗した場合の中間前金払
及び部分払の請求を妨げるものではない。

d 契約締結後に工事請負契約書第45条の２
（談合等不正行為があった場合の違約金等）
に示す事項に該当する場合は、請負代金額（契
約締結後、請負代金額の変更があった場合は、
変更後の請負代金額）の10分の１に相当する
額を違約金として支払わなければならない。

e 本工事は、低入札価格調査制度対象工事に
係る特別重点調査の試行工事である。

Ĉ 本工事は、入札説明書の交付、資料の提出
及び入札等を電子入札システムで行う（以下
「電子入札方式」という。）対象工事である。
なお、電子入札方式によりがたいものは、発
注者の承諾を得た場合に限り紙入札方式に代
えることができる。

D̂ 本工事は、「東日本大震災による被害を受け
た公共土木施設の災害復旧事業等に係る工事
の国等による代行に関する法律」（平成23年４
月28日法律第61号）に基づき実施する工事で
ある。

Ê 本工事は、「共通仮設費（率分）のうち営繕
費」及び「現場管理費のうち労務管理費」の
下記に示す費用（以下「実績変更対象額」と
いう。）について、漁港漁場関係工事積算基準
に基づき算出した費用に「被災地以外からの
労働者確保に要する追加費用に対する当面の
運用について」（平成24年３月２日付23水港第
2651号）に基づく補正係数を乗じて計上して
いるが、被災三県における建設工事について
は、不足する技術者や技能者を広域的に確保
せざるを得ない場合も考えられることから、
契約締結後、労働者確保に要する方策に変更
が生じ、漁港漁場関係工事積算基準に基づき
算出した費用に「被災地以外からの労働者確
保に要する追加費用に対する当面の運用につ
いて」（平成24年３月２日付23水港第2651号）
に基づく補正係数を乗じた金額相当では適正
な工事の実施が困難になった場合は、実績変
更対象額の支出実績を踏まえて最終精算変更
時点で設計変更する試行工事である。
営繕費：労働者の輸送に要する費用、宿泊費、

借上費
労務管理費：募集及び解散に要する費用、賃

金以外の食事、通勤等に要する
費用

２ 競争参加資格
\ 予決令第70条及び71条の規定に該当しない
者であること。

] 農林水産本省における平成23・24年度一般
競争参加資格の「土木一式工事」に係るＡ等
級の認定を受けていること。ただし、会社更
生法（平成14年法律第154号）に基づき更生
手続開始の申立てがなされている者又は民事
再生法（平成11年法律第225号）に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者につい
ては、手続開始の決定後、大臣官房経理課長
が別に定める手続に基づく一般競争参加資格
の再認定を受けていること。

^ 農林水産本省における「土木一式工事」に
係る経営事項審査に基づく総合評定値通知書
の総合評点が、1¶500点以上であること（２
]の再確認を受けた者にあっては、当該再審
査の総合評点が1¶500点以上であること。）

_ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（２]

の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
` 平成９年４月１日以降に元請として、完
成・引渡が完了した次の同種又は類似工事の
施工実績を有すること（ただし、共同企業体
にあっては、構成員のうち１社が同種又は類
似工事の施工実績を有すること。また、共同
企業体の構成員としての施工実績は、出資比
率が20％以上のものに限る。）。
なお、同種又は類似工事の施工実績が水産
庁発注の工事（特定漁港漁場整備事業等関係）
であるときは、当該工事の成績評定点が65点
以上の場合に限り実績として認める。
{ 同種工事は、次の工事の施工実績を有し
ていること。
漁港又は港湾における係船岸（桟橋式に
限る。）工事

| 類似工事は、次のア、イとし、ア又はイ
のどちらかの施工実績を有していること。
ア 漁港又は港湾における係船岸（桟橋式
を除く。）工事
イ 漁港又は港湾における矢板式護岸（た
だし、海上工事に限る。）工事

a 水産庁発注の工事（特定漁港漁場整備事業
等関係）のうち、平成20年４月１日以降に元
請として、完成・引渡が完了した工事の施工
実績を有する場合においては、当該工事の成
績評定点の平均が65点以上であること。当該
実績がない場合にはこの限りではない。（ただ
し、共同企業体にあっては、全構成員の平均
で65点以上であること。）

b 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。
ただし、建設業法施行令第27条第２項の工
事に該当する旨が特記仕様書に記載されてい
る場合は専任を要しないことがある。
１）主任技術者にあっては、１級土木施工管
理技士又はこれと同等以上の資格を有する
者であること。
２）監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
又はこれに準ずる者であること。
３）平成９年４月１日以降に元請として完
成・引渡が完了した、次の同種又は類似工
事の施工経験を有する者であること（ただ
し、共同企業体にあっては、構成員のうち
いずれか１名が同種又は類似工事の施工経
験を有すること。また、共同企業体の構成
員としての施工経験は、出資比率が20％以
上のものに限る。）。
なお、同種又は類似工事の施工経験が水
産庁発注の工事（特定漁港漁場整備事業等
関係）であるときは、当該工事の成績評定
点が65点以上の場合に限り実績として認め
る。
{ 同種工事は、次の工事の施工実績を有
していること。
漁港又は港湾における係船岸（桟橋式
に限る。）工事

| 類似工事は、次のア、イとし、ア又は
イのどちらかの施工実績を有しているこ
と。
ア 漁港又は港湾における係船岸（桟橋
式を除く。）工事
イ 漁港又は港湾における矢板式護岸
（ただし、海上工事に限る。）工事

４）水産庁発注の工事（特定漁港漁場整備事
業等関係）のうち、平成20年４月１日以降
に元請として、完成・引渡が完了した工事
の施工経験を有する者においては、当該工
事の成績評定点の平均が65点以上であるこ
と。当該経験がない者はこの限りではない。

c 品質管理に対する技術的所見、施工上の課
題に対する技術的所見、施工上配慮すべき事
項に対する技術的所見が適正であること。˜
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